
埼玉県障害者生活支援事業補助金交付要綱 

 

（通則及び趣旨） 

第１条 県は、障害者（児）の福祉の増進を目的として、第２条に規定する事業に関して市町

村（ただし、第２条第２項の事業については地方自治法第２５２条の１９第１項の指定都市

（以下「指定都市」という。）を、同条第３項の事業については指定都市及び同法第２５２条

の２２第１項の中核市を除く。以下同じ。）が支弁した経費に対し、予算の範囲内において補

助金を交付する。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和 40 年埼玉県

規則第 15 号。以下「規則」という。）の規定によるほか、この交付要綱の定めるところによ

る。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、「在宅重度心身障害者手当支給事業」とは、在宅の重度心身障害

者の経済的及び精神的負担を軽減することを目的として、その者に在宅重度心身障害者手

当を支給する事業をいう。 

２ この要綱において、「障害児（者）生活サポート事業」とは、在宅の心身障害児（者）の

福祉の向上及び介護者の負担の軽減を目的として、「障害児・者生活サポート事業実施要

綱」（平成 10 年７月 21 日付け障福第 1589 号健康福祉部長通知）に基づいて実施される事

業をいう。 

３ この要綱において、「全身性障害者介助人派遣事業」とは、在宅の重度の全身性障害者の

自立した地域生活を支えることを目的として、「全身性障害者介助人派遣事業実施要綱」

（平成 17年７月７日付け障福第 695号福祉部長通知）に基づいて実施される事業をいう。 

 

（補助対象事業） 

第３条 この補助金は、市町村が行う次の各号の事業を対象とする。 

 （１）在宅重度心身障害者手当支給事業 

 （２）障害児（者）生活サポート事業 

 （３）全身性障害者介助人派遣事業 

 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付対象となる経費は、前条各号のそれぞれの事業について、別表第２欄に

定める経費とする。 

 

（補助額） 

第５条 前条の経費に対する補助額は、次のとおりとする。 

（１）第３条第１号の事業 

市町村における当該経費の実支出額（当該事業に係る寄附金その他の収入があるとき

は、その寄附金その他の収入の額を控除した額。）と別表１の第１欄に定める基準額とを

比較し、少ない方の額に別表１の第３欄に定める補助率を乗じて得た額の範囲内におい



て知事が定める。 

（２）第３条第２号の事業 

市町村における当該経費の実支出額（当該事業に係る寄附金その他の収入があるとき

は、その寄附金その他の収入の額を控除した額。）と別表２の第１欄（１）から（３）よ

り求めた額とを比較し、少ない方の額に別表２の第３欄に定める補助率を乗じて得た額

と、別表２の第１欄（４）の額とを比較し少ない方の額の範囲内において知事が定める。 

（３）第３条第３号の事業 

市町村における当該経費の実支出額（当該事業に係る寄附金その他の収入があるとき

は、その寄附金その他の収入の額を控除した額。）と別表３の第１欄に定める基準額とを

比較し、少ない方の額から市町村が障害者に費用の一部の負担を求めている場合にはそ

の額を控除した額に、別表３の第３欄に補助率を乗じて得た額の範囲内において知事が

定める。 

２ なお、前項の規定により各事業ごとに算出した額において、算出した千円未満の端数が生

じた場合は、その端数を切り捨てるものとする。 

 

（交付申請手続） 

第６条 規則第４条第１項に規定する申請書の様式は、様式第１号のとおりとする。 

２ 規則第４条第１項第２号及び第３号に掲げる事項については、記載することを要しない。 

３ 規則第４条第２項第１号から第４号に掲げる事項に係る書類の添付は要しない。 

４ 規則第４条第１項に規定する申請書は、各年度知事が別に定める期日までに提出するもの

とする。 

 

（変更申請手続） 

第７条 補助金の交付決定後の事情の変更により、申請額に変更を生じた場合は、様式第２号

による変更交付申請書を各年度知事が別に定める期日までに提出するものとする。 

 

（交付決定通知書の様式） 

第８条 規則第７条の交付決定通知書及び変更交付決定通知書の様式は、それぞれ様式第３号

及び様式第４号のとおりとする。 

 

（補助金交付の方法） 

第９条 知事は、規則第５条の規定により交付の決定をした額を、概算払いの方法により交付

できるものとする。 

 

（状況報告） 

第 10 条 実施市町村は、知事の要求があったときは、補助事業の遂行状況について、当該要

求に係る事項を書面で知事に報告しなければならない。  

 

（実績報告書の様式） 

第 11 条 規則第 13 条の実績報告書の様式は、様式第５号のとおりとする。 



２ 前項の実績報告書の提出は、毎会計年度終了後速やかに行うものとする。 

 

（交付額確定通知書の様式） 

第 12 条 規則第 14 条の交付確定通知書の様式は、様式第６号のとおりとする。 

 

（書類の整備等） 

第 13 条 市町村長は、補助事業に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿を備え、かつ、当

該収入及び支出等についての証拠書類を整備保管しておかなければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助金の交付決定に係る会計年度の翌会計年度

から５年間保管しなければならない。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成 18 年７月６日から施行し、平成 18 年４月１日から適用する。 

  附 則 

 この要綱は、平成 18 年 12 月 22 日から一部改正して施行し、平成 18 年 10 月１日から適用

する。 

 附 則 

この要綱は、平成 19 年 11 月 22 日から一部改正して施行し、平成 19 年 4 月１日から適用す

る。 

  附 則 

この要綱は、平成 20年 4月 9日から一部改正して施行し、平成 20年 4月 1日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成 21 年 4 月 1 日から一部改正して施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 24 年 4 月 1 日から一部改正して施行する。 

 附 則 

 この要綱は、平成 28 年 4 月 1 日から一部改正して施行する。ただし、別表１在宅重度心身

障害者手当支給事業 第１欄（２）１の一部改正については、平成 29 年 4 月 1 日から施行す

る。 

附 則 

この要綱は、平成 30 年 11 月 29 日から一部改正して施行し、平成 30 年 4 月 1 日から適用

する。 

  附 則 

 この要綱は、令和 3 年 3 月 30 日から一部改正して施行する。 



別表１ 在宅重度心身障害者手当支給事業 

第１欄 第２欄 第３欄 

基    準    額 対象経費 補助率 

次により算定した額とする。 

  

 市町村において支給する手当の額×手当支給延人数 

 

（１）市町村において支給する手当の額 

   月額 5,000 円を限度とする。 

（２）支給制限 

   手当は、住民登録地が埼玉県内である重度心身障害者（※１）

のうち、次の各号の一に該当する者には支給しない。 

１ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和 39 年法律第

134 号。以下「法」という。）第 17 条第２号及び第 26 条の２

第１号に規定する施設並びに障害児福祉手当及び特別障害者

手当の支給に関する省令（昭和 50 年厚生省令第 34 号）第 14

条第３号に規定する施設に入所している者。 

２ 法第 17 条の規定に基づく障害児福祉手当、法第 26 条の２の

規定に基づく特別障害者手当及び国民年金法等の一部を改正

する法律（昭和 60 年法律第 34 号）附則第 97 条第１項の規定

に基づく福祉手当の支給を受けている者。ただし、重度心身障

害者（※１）の（６）に該当する者についてはこの限りでない。 

３ 前年の所得により、住民税を課税されている者。 

４ ６５歳以上の者。ただし、以下に該当する場合はこの限りで

ない。 

（ア） ６５歳に達する日の前日において、この手当を受給して

いた場合。 

（イ） 平成２１年１２月３１日時点において既にこの手当を

受給していた場合。 

（ウ） ６５歳に達する日の前日又は平成２１年１２月３１日

時点において第１号から第３号の事由により支給を制

限されていた者が、当該事由に該当しなくなった場合。 

 

 

補助金 

 

扶助費 

 

１／２ 

 

※１ 「重度心身障害者」とは、次の各号の一に該当する者とする。 

 （１）身体障害者福祉法（昭和 24 年法律第 283 号）第 15 条第４項の規定による身体障害者

手帳の交付を受けている者であって、当該障害の程度が１級又は２級に該当する者。 

 （２）療育手帳制度（埼玉県療育手帳制度要綱（平成 14 年埼玉県告示第 1365 号）及びさい

たま市療育手帳制度要綱（平成 15 年さいたま市告示第 260 号））による療育手帳の交付

を受けている者であって、当該障害の程度が○Ａ又はＡに該当する者。 



 （３）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第 123 号）第４５条第２

項の規定による精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者であって、当該障害の程

度が１級に該当する者。 

 （４）障害の程度が最重度又は重度であると児童相談所の長又は知的障害者更生相談所の長

が判定した者。 

 （５）前４号に掲げる者に相当すると市町村長が認めた者。 

 （６）超重症心身障害児（※２）と市町村長が認めた者。 

（７）前各号に掲げる者のほか、特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令（昭和 50

年政令第 207 号）別表第１に定める程度の障害の状態にあると市町村長が認めた者。 

 

※２ 「超重症心身障害児」とは、重症心身障害児（※３）のうち、運動機能が座位までであ

って、かつ、以下のスコア表の各項目に規定する状態が６か月以上継続する場合に、それ

ぞれのスコアを合算し、その合計が２５点以上の障害児とする。 

 

   項  目  点 数 

 １  レスピレーター管理*1 

 ２  気管内挿管・気管切開 

 ３  鼻咽頭エアウェイ 

 ４   Ｏ２吸入又はＳｐＯ２９０％以下の状態が１０％以上 

 ５   １回／時間以上頻回の吸引 

    ６回／日以上頻回の吸引 

 ６  ネブライザー ６回／日以上又は継続使用 

 ７  ＩＶＨ 

 １０点 

  ８点 

   ５点 

   ５点 

   ８点 

   ３点 

   ３点 

 １０点 

 ８  経口摂取（全介助）*2 

    経管（経鼻・胃ろう含む）*2 

 ９  腸ろう・腸管栄養*2 

      持続注入ポンプ使用（腸ろう・腸管栄養時） 

   ３点 

   ５点 

   ８点 

  ３点 

１０  手術・服薬にても改善しない過緊張で、発汗による更衣と姿勢修正を 

  ３回／日以上 

１１ 継続する透析（腹膜灌流を含む） 

１２ 定期導尿（３回／日以上）*3 

１３ 人工肛門 

１４ 体位変換 ６回／日以上 

   ３点 

    

 １０点 

  ５点 

  ５点 

  ３点 

 

 *1 毎日行う機械的気道加圧を要するカフマシン・ＮＩＰＰＶ・ＣＰＡＰなどは、レス 

  ピレーター管理に含む。 

 *2 ８、９は経口摂取、経管、腸ろう・腸管栄養のいずれかを選択。 

 *3 人工膀胱を含む。 

  

※３ 重症心身障害児とは、以下の（１）に該当し、かつ（２）又は（３）に該当する２０歳



未満の者とする。 

（１）肢体不自由に係る障害の程度が身体障害者手帳１級又は２級に該当する者。 

（２）療育手帳の等級が○Ａ又はＡに該当する者。 

（３）障害の程度が最重度又は重度であると児童相談所の長又は知的障害者更生相談所の長が

判定した者。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表２ 障害児（者）生活サポート事業 

第１欄 第２欄 第３欄 

基    準    額 対象経費 補助率 

（３）に定める利用時間内において（１）及び（２）により算出した額

とする。なお（４）の額を限度とする。 

 

（１）基本分 基準単価×年間利用時間 

   なお、基準単価は各登録団体における１時間あたりの利用料に２

を乗じて得た額とする。 

ただし、1,900 円を限度とする。 

 

（２）障害児上乗せ分 障害児差額補助単価×年間利用時間 

   障害児の利用に限り適用し、（１）により算出した額に上乗せす

る。なお、障害児差額補助単価とは、１時間当たりの利用料から、

次表の利用者世帯各階層区分の基準額を減じて得た額とする。 

ただし、１時間当たりの利用料が 950 円を超える場合は、950 円

を利用料とみなす。 

 

障害児差額補助単価 

利用者世帯各階層区分 基準額 

(1 時間当たり) 

Ａ 生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む。） 0 円 

Ｂ  生計中心者が前年所得税非課税世帯 0 円 

Ｃ  生計中心者の前年所得税課税年額が 5 千円以下の世帯 250 円 

Ｄ  生計中心者の前年所得税課税年額が５千１円以上１万 5 千円以下の世帯 400 円 

Ｅ  生計中心者の前年所得税課税年額が１万 5千円１円以上 4万円以下の世帯 650 円 

Ｆ  生計中心者の前年所得税課税年額が4万１円以上7万円以下の世帯 850 円 

Ｇ  生計中心者の前年所得課税年額が 7 万１円以上の世帯 950 円 

 

（３）年間利用時間 

   （１）及び（２）の補助の算定対象となる利用時間は、個々の障

害者１名当たり年間 150 時間を上限とする。 

 

（４）市町村の人口規模による限度額 

人   口 補助額（円） 

30 万人以上 5,000,000 

20 万人以上 30 万人未満 3,450,000 

10 万人以上 20 万人未満 2,000,000 

５万人以上 10 万人未満 1,050,000 

５万人以下 1,000,000 

（※ 人口規模は補助対象年度４月１日現在のものとする。） 

 

補助金 

 

１／２ 

 



別表３ 全身性障害者介助人派遣事業 

第１欄 第２欄 第３欄 

基    準    額 対象経費 補助率 

次により算定した額とする。 

   

  基準単価×利用時間 

 

（１）基準単価 

   １時間当たり 900 円 

（２）利用時間 

   補助の対象となる利用時間は、個々の障害者１名当たり、１月

180 時間を上限とする。 

賃  金 

報償費 

役務費 

委託料 

補助金 

扶助費 

 

 

１／２ 

（※１） 

※１ なお、市町村が障害者に費用の一部の負担を求めている場合には、選定額からその額を

控除したものに補助率を乗ずるものとする。 

 



様式第１号（第６条関係） 

 

    年度 埼玉県障害者生活支援事業補助金交付申請書 

 

第      号  

    年  月  日  

 

 

（あて先） 

      埼玉県知事 

 

 

                           市町村長名            

 

 

 下記により埼玉県障害者生活支援事業補助金の交付を受けたいので、補助金等の交付手続等

に関する規則第４条の規定により関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 補助金の交付申請額   金                円 

 

２ 関係書類 

（１）申請額算出書                          別紙１ 

（２）申請額算出内訳書                         別紙２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第２号（第７条関係） 

 

    年度 埼玉県障害者生活支援事業補助金変更交付申請書 

 

第      号  

    年  月  日  

 

 

（あて先） 

      埼玉県知事 

 

 

                            市町村長名            

 

 

 下記により埼玉県障害者生活支援事業補助金の交付を受けたいので、補助金等の交付手続等

に関する規則第４条の規定により関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 補助金の交付申請額   金                円 

 

２ 関係書類 

（１）申請額算出書                          別紙１ 

（２）申請額算出内訳書                         別紙２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第３号（第８条関係） 

 

    年度 埼玉県障害者生活支援事業補助金交付決定通知書 

 

第      号  

    年  月  日  

 

 

 各市町村長 様 

 

 

埼玉県知事          印  

 

 

     年  月  日付け  第   号で申請のあった埼玉県障害者生活支援事業補助

金については、下記のとおり交付決定します。 

 

記 

 

１ 交付決定額   金                円 

 

２ 支 払 方 法   概算払い 

 

３ 条   件 

（１）この補助金は、この要綱に定める目的以外に使用しないこと。 

（２）補助事業の内容を変更し、または補助事業を中止若しくは廃止しようとする場合は、知

事の承認を受けること。 

（３） 補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに知事に報告してその指示を受けること。 

（４）知事は、必要に応じて間接補助事業者等に対して報告させ、調査若しくは検査に立ち会

わせ、又は職員にその事務所事業所等に立ち入らせ、帳簿書類その他の物件を検査させ、

若しくは関係者に質問させることができる。 

（５）当該補助の対象者（間接補助事業者）に対し、当該補助金を交付するに際しては、この

要綱及び（１）から（３）までの規定に準じた条件及び（４）の条件を付すこと。 

 

４ 関係書類 

（１）交付決定額内訳書                       別紙 

 



様式第４号（第８条関係） 

 

    年度 埼玉県障害者生活支援事業補助金変更交付決定通知書 

 

第      号  

    年  月  日  

 

 

 各市町村長 様 

 

 

埼玉県知事           印 

  

 

       年    月    日付け          第        号で交付決定した平成    年度埼玉県

障害者生活支援事業補助金について      年    月    日付け          第        号の変

更交付申請に基づき、決定の内容の一部を下記のとおり変更することに決定したので通知しま

す。 

 

記 

 

１ 交付決定額   金                円 

 

２ 支 払 方 法   精算払い 

 

３ 条   件 

（１）この補助金は、この要綱に定める目的以外に使用しないこと。 

（２）補助事業の内容を変更し、または補助事業を中止若しくは廃止しようとする場合は、知

事の承認を受けること。 

（３） 補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに知事に報告してその指示を受けること。 

（４）知事は、必要に応じて間接補助事業者等に対して報告させ、調査若しくは検査に立ち会

わせ、又は職員にその事務所事業所等に立ち入らせ、帳簿書類その他の物件を検査させ、

若しくは関係者に質問させることができる。 

（５）当該補助の対象者（間接補助事業者）に対し、当該補助金を交付するに際しては、この

要綱及び（１）から（３）までの規定に準じた条件及び（４）の条件を付すこと。 

 

４ 関係書類 

（１）変更交付決定額内訳書                     別紙 

 

 



様式第５号（第 11 条関係） 

 

    年度 埼玉県障害者生活支援事業補助金実績報告書 

 

                                                第          号  

                                              年    月    日  

 

（あて先） 

       埼玉県知事 

 

 

                                     市町村長             

 

 

 

        年    月  日付け   第        号で補助金の交付決定の通知を受けた埼玉県

障害者生活支援事業補助金事業が完了したので補助金等の交付手続等に関する規則第 13 条の

規定により、関係書類を添え、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１  関係書類 

（１）精算額算定書                            別紙１ 

（２）精算額算出内訳書                           別紙２ 

（３）事業実施状況報告書                              別紙３ 

 

 

２  補助事業の実施期間              年    月    日から 

                                    年    月    日まで 



様式第６号（第 12 条関係） 

 

    年度 埼玉県障害者生活支援事業補助金交付確定通知書 

 

                                                第          号  

                                             年    月    日  

 

 

 各市町村長 様 

 

 

埼玉県知事          印 

 

 

       年    月    日付け    第        号で交付決定した平成    年度埼玉県障害者

生活支援事業補助金については、      年    月    日付け        第        号の事業実

績報告書に基づき、交付額を下記のとおり確定します。 

 

記 

 

１   補助金の額    金                  円 

 

２   関係書類 

（１）補助金額内訳書                    別紙 

 

 

 

 

 


